
I． は じ め に

東北地方の海岸平野が東北地方太平洋沖地震による

未曾有の津波を受け，農業が壊滅的な打撃を被ってか

ら１年あまりが経過した。各地では，震災前に営ま

れていた農業を再開すべく，数々の活動が行われてい

るが，震災前に利用していた地下水水源が失われ，水

源確保という根本的な問題を解決しない限り，農業，

特にいちごや花きなどの施設園芸農業が再生できない

箇所も多く残っている。農村振興局農村環境課と東北

農政局資源課は，震災直後から現在まで，津波災害後

の海岸平野において，まだ利用されず存在している淡

水の深層地下水の賦存状況を把握すべく電気探査や

ボーリング調査を行い，亘理山元地区および陸前高田

地区の海岸平野において地下水の開発可能範囲をおお

むね確認した。本報では，その調査内容と調査結果を

報告する。

II． 調査地域の位置

図‐１に調査を詳細に行った亘理山元地区および陸

前高田地区の位置を示す。

III． 亘理山元地区の調査内容

１． 地区の概要

宮城県亘理町・山元町は，東北地方でも温暖な気候

を生かして昭和４５年ごろからいちごの施設園芸が始

まり，震災前は両町合わせて約１００ha の栽培面積を

持ち，宮城県の８０％以上の出荷量を占める東北地方

一の大産地であった。

水源としては主に深さ４～５m程度の浅井戸による

地下水が利用されていた（図‐２）。こういった井戸は

手軽に掘削できるため，ハウス面積１０a当たり１～２

本あり，施設ごとの水源となっていた。

津波により，本地域のいちごハウスのほとんどが壊

滅的被害を被ったが，施設が被害を免れた約１５ha で

栽培が再開され，平成２３年の年末に東京に出荷され

農業の復興のシンボルとなった（写真‐１）。ただし，
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図‐１ 地下水調査地区の位置図

図‐２ いちご栽培用の浅井戸の構造とポンプ写真
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浅井戸は津波により塩水化して使用できなくなったた

め，灌水には水道水などを使わざるを得なかった。

こういった状況の中，大規模な復興には水資源のコ

スト面の課題を解決する必要があり，安価な水源とし

て，地下水の賦存量の把握が求められた。

２． 地形と地質

調査地域は，北側を阿武隈川，西側を亘理地累山

地，東側を太平洋で囲まれた逆三角形の形状をした平

野であり，南北方向に約３０km，東西方向に最長で

約８kmの広がりを持っている（図‐３）。平野部は海

岸線に平行に比高１m程度の浜堤が複数列発達して

おり，いちごの施設園芸地帯となっている。

地質の模式断面を図‐４に示す。地区西側の山地に

は鮮新統が分布し，東側の海岸平野側では，これを不

整合で覆って沖積層が分布している。

３． 地下水の水質の変化

浅層の地下水は，図‐４の上部不圧帯水層に存在し

ている。この地下水を図‐２のような浅井戸で揚水し

農業に利用されていた。東北農政局では，図‐３に示

す箇所で水質（電気伝導度など）の観測を行ってお

り，経時的な変化を把握していた（図‐５）。

震災後，大部分の観測孔で地下水の塩水化により電

気伝導度が上昇し，現在も，震災前の値に戻っていな

い。海岸から遠く，津波の到達線付近のNo３，６，

１２は津波の影響があまり見られず，震災前の値を維

持しているが，そのほかの観測孔に関しては電気伝導

度がいったん急上昇して低下傾向にあるものや中位か

ら上昇傾向にあるものが見られる。これらの電気伝導

度の変化傾向と位置や観測孔の深度との関連性は現時

点では不明である。

４． 帯水層の性質

本地区の帯水層は以下の３層に区分される。それ

らの性質を簡単に記述する。

① 上部不圧帯水層

砂層が主体。地下水位は地表面より－１～－２

mに存在する。透水係数は平均８×１０－３cm/s で

ある。

② 下部被圧帯水層

砂および砂礫層。もともと塩分濃度が高い地下

図‐４ 亘理山元地区の模式地質断面図（東北農政局原図）

図‐５ 亘理山元地区における浅層地下水の電気伝導度の経時変化
（東北農政局原図）

図‐３ 亘理山元地区の概略地形区分，津波到達線，
観測孔，試掘地点位置図（東北農政局原図）
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水が多く，ほとんど利用されていない。透水係数

は平均８×１０－３cm/s である。

③ 鮮新統

砂岩層主体。農業用深井戸は１８カ所把握して

おり，その比湧出量は平均５０L/（min・m）であ

る。

５． 広域電気探査による３次元的な地下水水質分布

地下水水質の分布を概括的に把握する手段として

は，電気探査が有効であることが知られている。本地

区においてもウエンナー法による垂直電気探査を約

１００地点で行い，地下水の塩水分布状況について推定

した（図‐６）。地盤の比抵抗値と既設井戸や緊急試掘

孔（H２３W―１）での水質との関係より，おおむね５０

Ωm以上であれば，震災以前の電気伝導度（おおむね
０．７mS/cm以下）の地下水が期待できると推定され

た。そこで，このような地域で調査ボーリング（H

２３W―２～４）を行ったところ，十分な量の淡水の存在

を確認した（表‐１）。

IV． 陸前高田地区の調査内容

１． 地区の概要

本地区は岩手県南部の広田湾を囲む海岸平野で，震

災前の土地利用は主に水田であったが，震災復興の一

環として大規模な施設園芸団地が計画され，営農作物

としていちご，トマト，花きなどが検討された。それ

らの水源としては，水利権などの制約があり地表水が

簡単に得られる状況ではないため，地下水の利用が挙

げられたが，その賦存量や水質に関する情報が皆無で

あった。今回の調査において，地下水の開発可能性が

確認されたため，計画が確定し施設園芸団地の建設が

開始されている。

２． 地形と地質

調査地区は陸前高田市米崎町の東西約２km，南北

約５００mの海岸平野で，南西方向に広田湾に面して

いる。平野は標高３m程度で，その周りに標高４０m

程度の丘陵が広がっている（図‐７）。丘陵の地質は花

崗岩類で，沖積層（厚さ１５～２０m）の基盤となって

いる。

３． 地下水の状況

本地区には沖積層中にわずかに浅井戸が分布してい

るが，震災前よりほとんど利用されていなかった。さ

らに，津波により，浅層地下水は塩水化したことが推

測された。このことより，沖積層に関しては，地下水

利用が期待できないため，基盤の花崗岩に亀裂水の可

能が求められた。

４． 電気探査による地質性状の把握

図‐８に高密度電気探査結果（図‐７のA－B測線）

を示す。電気探査では沖積層と基盤の花崗岩の境界は

明瞭に得られなかったが，深部の比抵抗が２００Ωm

表‐１ 亘理山元地区のボーリング調査結果

番号
深度
（m）

最大揚水量
（m３/d）

電気伝導度
（mS/cm）

地盤の比抵抗
（Ωm）

H２３W―１ １５０ ６５０ ４１ ５

H２３W―２ ５０ ４３０ ０．１８ ９０

H２３W―３ ５０ ４３０ ０．２１ ７４

H２３W―４ ５０ ４３０ ０．１９ ５９

図‐６ 亘理山元地区の広域電気探査結果 図‐７ 陸前高田地区の津波湛水範囲と調査概要
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図‐８ 陸前高田地区の電気探査結果

以上と高いため塩水の浸入は考えられず，また比抵抗

構造が少しずれている部分に何らかの亀裂帯の存在が

推定された。

この推定に基づき，深度７０mの調査ボーリングを

実施し，揚水試験を行った結果，低い塩分濃度（EC

で０．３０mS/cm）と十分な揚水可能量（最大約２３０m３

/d）を確認した。

V． お わ り に

電気探査とボーリングといったごく一般的な地下水

調査を丹念に実施した結果が，津波の被害を被った地

域の再生に役立てられようとしている。これらの調査

を各地で行うことによって，地下水の賦存量は高い確

率で把握することができると考えられる。

一方，塩水化した浅層地下水は現在もなお回復して

おらず，今後どの程度の期間によってもとの状態に戻

るのか予測が困難な状況である。地下水が塩水化した

メカニズムは，津波の海水が地上から浸透した以外に

も，振動に伴う液状化により地下の塩水が上昇した

り，地盤沈下により相対的に海水面が上がって塩水が

浸入したといった機構も考えられる１），２）。

将来起こりうる津波災害の際の復興に役立てるため

にも，現在の浅層地下水の水質状況を丹念に測定し続

けることと，塩水化したメカニズムを把握することが

重要であると考えられる。

最後に，この調査を進めるに当たって，ご協力いた

だいた地元関係者の皆様に厚く御礼申し上げる。ま

た，このたびの震災により大きな被害を受けた被災地

の方々に心からお見舞い申し上げるとともに，一日も

早い復興を祈念する次第である。
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